






 2016年度当期利益：1,709億円 (前期⽐：+963億円)

 減損損失を除いた基礎収益：2,267億円 (前期⽐+335億円)
 資源ビジネス：増益

・⽯炭、亜鉛などの価格上昇、コスト削減、販売数量増加
・⼀⽅、ニッケル、原油などの価格下落

 鋼管事業：減益
・油価低迷の影響による需要の戻りに遅れあり

 その他⾮資源ビジネス：増益
・メディア・⽣活関連の国内主要事業会社、
不動産事業やリース事業が堅調に推移
・⼀⽅、船舶事業が低調に推移

 ⼀過性損益：約△460億円 (前期⽐+740億円)
 チリ シエラゴルダ銅・モリブデン事業における減損損失(△336億円) 等
 前期(約△1,200億円)：マダガスカルニッケル事業など複数の案件で

減損損失を計上



【基礎収益の四半期推移】

 その他⾮資源ビジネス(オレンジ⾊)
 堅調に推移

 資源ビジネス(⻘⾊)
 資源価格上昇の影響もあり、第２四半期以降、⿊字転換

 鋼管事業ビジネス(緑⾊)
 厳しい事業環境が継続

 第４四半期単独基礎収益：全社で741億円
 ⾜元の基礎収益は、600億円を超えるレベル



【キャッシュ・フロー実績】
 2016年度フリーキャッシュ・フロー：1,651億円のキャッシュ・イン

＜キャッシュ・イン＞
 基礎収益キャッシュ・フロー：2,106億円
 資産⼊替：約1,800億円

・インドネシアのバツ・ヒジャウ鉱⼭権益や爽快ドラッグの売却 等
＜キャッシュ・アウト＞
 投融資実⾏：約3,400億円

・⽶国オフィスビルの取得、
アイルランド⻘果物⽣産・卸売企業 Fyffes社の買収 等

【財政状態】
 総資産：7兆7,618億円
 資産⼊替による減少の⼀⽅、新規投融資による増加により、

前期末から横ばい
 株主資本：2兆3,665億円
 主に当期利益の積み上げにより、前期末⽐+1,150億円



 ⽶国新政権の政策、英国のＥＵ離脱交渉、中東などの
地政学的リスクといった、先⾏きに対する不透明感が引き続き残るものの、
世界経済は⽶国を中⼼に緩やかな成⻑が続くと⾒込む

 国際商品市況も、中国の内需拡⼤を背景に、
総じて堅調に推移すると⾒る

 2017年度 当期利益：2,300億円
 2017年度 基礎収益：2,600億円
 資源ビジネス：増益
・亜鉛、鉄鉱⽯などを中⼼とした資源価格上昇

 鋼管事業：増益
・需要の本格的な改善には時間を要すると⾒ているものの、
下半期以降、緩やかに回復

 その他⾮資源ビジネス：堅調に推移
・メディア・⽣活関連の国内主要事業会社や不動産事業などの
コアビジネスが、引き続き堅調に推移

 ⼀過性損益：約△200億円
 昨年度に引き続き、資産⼊替を着実に実⾏し、体質改善を
図る為のコストを織り込む



 シェリットが保有する権益の15.2％を追加取得し、
再編後の持分⽐率は47.7％に上昇

 シェリットは、従来の40％から12％に出資⽐率を落として、
オペレーターを継続し、停⽌していた資⾦拠出を
停⽌時点に遡り、新しい持分⽐率に応じて再開

 当該権益取得は、プロジェクトが創出するキャッシュを
返済原資とする、シェリット⼦会社向け既存のノンリコース・ローンと
置き換えるものであり、当社にとって権益取得に伴う
追加の資⾦負担はなく、本事業へのエクスポージャーの増加はない

 本合意により、パートナーシップの安定化を図り、新体制の下、
より⼀層の協調を進めながら、更なる競争⼒強化を図る



 2016年度年間配当⾦

 現⾏の中期経営計画の配当⽅針に基づき、50円を予定

 2017年度年間配当⾦

 50円を予定



 基礎収益キャッシュ・フロー

 計画6,000億円に対し、累計実績4,100億円と、順調に進捗
 今後もコアビジネスが着実にキャッシュを創出すると想定

 資産⼊替とその他の資⾦移動

 合わせて8,000億円の計画に対し、累計実績6,300億円

 新規投資及び更新投資

 計画の1兆円に対し、累計実績6,100億円



 BBBO2017の2年間での主な投資実績
 表に記載の通り

 今後の投資計画

 ⾃動⾞・輸送関連分野
インドにおける特殊鋼圧延事業会社への出資参画など
⾃動⾞⽤素材・部品関連などを中⼼に投資を進める

 ⽣活・情報産業分野
国内外における不動産事業やメディア・ICT関連に投資

 社会インフラ基盤分野
国内外電⼒関連に加え、ブラジルにおける⽔事業に出資参画



 ガバナンスおよび意思決定プロセスの⾒直し
 多様な意⾒や多⾯的な議論を経て、重要事項が決定されるよう、
経営会議を執⾏レベルの最⾼意思決定機関化

 取締役会での審議事項を⾒直し、重要事項を重点的に審議、
モニタリングできる体制を整備

 取締役会の構成を⾒直し(2017年6⽉の株主総会以降)、
社内取締役の⼈数を減員し、経営の執⾏と監督の分離を進める
⇒ 幅広い視点から意⾒を出し合うことによる、活発な議論

 リスク管理の抜本的⾒直し・強化
 重要⼤型案件については、従来の全社投融資委員会に加え、
部⾨内投融資委員会を新設、案件の取り進め時と実⾏時に審議

 投資後プロセスでは、案件の早期⽴ち上げ・収益化を図るため、
100⽇プランを制度化
→ 2017年2⽉に出資したFyffes社は、拠点のダブリンに⼈員を

派遣するとともに、⽇・⽶・欧 3拠点の当社ネットワークを活かした
サポート体制による、100⽇プランに取り組み中

 経営改⾰の推進に終わりはなく、今後もより良い経営体制の構築に
継続的に取り組む



 成⻑戦略 及び 経営改⾰の推進により、計画達成に向けて取り組む







 マテリアリティは、当社にとって新しい概念ではない

 当社グループの根底には、住友の400年にわたる持続的な
発展の基盤となった住友の事業精神が流れる

 そうした事業精神の⼀つに「⾃利利他公私⼀如(じりりたこうし
いちにょ)」があるが、これは⾃らに価値をもたらすと同時に、
取り巻く社会にも価値をもたらし、ともに成⻑を実現すると
いうものであり、当社グループの経営理念にも受け継がれている

 当社は、住友の事業精神と当社グループの経営理念に基づき、
事業活動を⾏い、これまでも多数の社会問題を解決してきた

 今般、当社が特に重要と捉え、⾃らの強みを活かし、
事業活動を通じて優先的に取り組む課題を、
マテリアリティとして具体的に明⽰



 ⾃らの強みを活かして優先的に取り組む社会課題 (外側)
 グローバルに広がる顧客・パートナーとの信頼関係と、ビジネスノウハウを
活⽤し、健全な事業活動を通じて、豊かさと夢を実現するという
企業使命を果たすことで、当社の成⻑と社会課題の解決を両⽴

 当社グループ⾃⾝の課題 (内側)

 社会課題の解決に取り組むにあたって不可⽋な基盤



 地球環境との共⽣
 世界情勢における循環型社会の形成と、気候変動の緩和に
対する要請が加速化する中、地球環境と共⽣した成⻑の実現を⽬指す

 地域と産業の発展への貢献
 グローバルにあらゆる分野で活動する総合商社には⽋かせないアプローチ
 モノやサービスの安定供給を通じ、産業のプラットフォームづくりに
貢献することで、地域社会とともに成⻑・発展する好循環を⽣み出す

 快適で⼼躍る暮らしの基盤づくり
 あらゆる⼈々に対し、より便利で快適な暮らしを実現していきたいという、
当社グループの想いが込められている

 ケーブルテレビ事業など、暮らしに密着した当社グループならではの
ビジネスをイメージ

 多様なアクセスの構築
 物理的なアクセス、即ちモビリティといわれる⾃動⾞・船舶・航空機
だけではなく、情報などへのアクセス、即ちネットワークを構築することで、
新たな価値創造可能性を広げる



 今後は、特定したマテリアリティを、事業戦略の策定や
個々のビジネスの意思決定プロセスにおける重要な要素として
位置付け、持続的な成⻑を図る

 同時にステークホルダーとの対話を深化させることで、
社会が当社に寄せる期待や、当社の強みをより深く捉えることに
継続して取り組み、社会の変化に応じて柔軟に
マテリアリティそのものも⾒直す



 当社を取り巻く事業環境の変化は⽬まぐるしく、
先⾏き不透明な状態は継続

 このような環境下、中⻑期的な企業価値向上に取り組みながら、
⾜元では、最終年度を迎えた中期経営計画BBBO2017を
着実に遂⾏し、成⻑軌道への回復を実現する


